
付録２ 推計手法について 

甲甲調調査査

法人企業について 

※ 製造業の単独事業所企業については、上記スキームによらず、⼯業統計調査から別途データ移送を受けている。

調査対象の企業における過去値と今回値
から、産業分類×地域別に伸び率＊を算出。
当該伸び率を調査対象外の企業の過去値

に掛け合わせ、個票単位で推計値を作成。
なお、調査対象の企業であって、調査票

が未回収となった企業においても同様の処
理をして、推計値を作成している。

個個人人経経営営企企業業

※※調調査査対対象象外外

※※集集計計対対象象外外

上上記記以以外外のの産産業業にに属属すするる
法法人人企企業業
※※調調査査対対象象外外
※※集集計計対対象象外外

売上⾼⼀定規模以上
の企業
※調査対象

製
造
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

上上
記記
以以
外外
のの
産産
業業

個個人人経経営営企企業業法⼈企業

売上⾼⼀定規模
以下の企業
※調査対象外

＊ 伸び率は「売上⾼伸び率αij」及び「費⽤総額伸び率βij」。
ここで「ｉ∈産業分類」は3.5分類別までを指し、「j∈地域
」は都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づき指定され
る⽤途地域と⼈⼝集中地区の⼆つの要素を加味し設定した特
定地域か否かの２通りを指す。
なお、伸び率算出にあって、個別企業の影響による極端な

数値の算出を避けるため、以下の企業については伸び率算出
対象外とする
ア 個別の伸び率が２倍超⼜は１／２倍未満となる企業
イ 分類内の売上占有率が５割超となる企業

集
計
対
象

★ 調査対象外企業の推計⼿法

集
計
対
象

※ 製造業の単独事業所企業については、上記スキームによらず、工業統計調査から別途データ移送を受けている。

調査対象の企業における過去値と今回値
から、産業分類×地域別に伸び率＊を算出。
当該伸び率を調査対象外の企業の過去値

に掛け合わせ、個票単位で推計値を作成。
なお、調査対象の企業であって、調査票

が未回収となった企業においても同様の処
理をして、推計値を作成している。

個個人人経経営営企企業業

※※調調査査対対象象外外

※※集集計計対対象象外外

上上記記以以外外のの産産業業にに属属すするる
法法人人企企業業
※※調調査査対対象象外外
※※集集計計対対象象外外

売上高一定規模以上
の企業
※調査対象

製
造
業
・
サ
ー
ビ
ス
業

上上
記記
以以
外外
のの
産産
業業

個個人人経経営営企企業業法人企業

売上高一定規模
以下の企業
※調査対象外

＊ 伸び率は「売上高伸び率αij」及び「費用総額伸び率βij」。
ここで「ｉ∈産業分類」は3.5分類別までを指し、「j∈地域
」は都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づき指定され
る用途地域と人口集中地区の二つの要素を加味し設定した特
定地域か否かの２通りを指す。
なお、伸び率算出にあって、個別企業の影響による極端な

数値の算出を避けるため、以下の企業については伸び率算出
対象外とする
ア 個別の伸び率が２倍超又は１／２倍未満となる企業
イ 分類内の売上占有率が５割超となる企業

集
計
対
象

★ 調査対象外企業の推計手法

集
計
対
象



事業所について 

サ
ー
ビ
ス
業

上上
記記
以以
外外
のの
産産
業業
（（
※※
））

法⼈企業

傘
下
事
業
所

金金融融商商品品取取引引法法にに基基づづくく
有有価価証証券券報報告告書書等等をを提提出出
ししてていいるる企企業業、、売売上上高高
11,,000000億億円円以以上上（（かかつつ会会社社
企企業業にに限限っっててはは資資本本金金２２
億億円円以以上上））のの企企業業及及びび相相
互互会会社社

集集
計計
対対
象象

事事業業所所票票のの調調査査対対象象企企業業

傘傘下下事事業業所所：：集集計計対対象象外外

事事業業所所票票のの調調査査対対象象外外企企業業

※「A 農業，林業」、「B 漁業」、「C 鉱業，採石業，砂利採取業」、「D 建設業」、「E 製造業」、「N 生活関連サービス業，娯楽業」のうち「792 家事サービス業」、
「R サービス業（他に分類されないもの）」のうち「93 政治・経済・文化団体」、「94 宗教」及び「96 外国公務」、「S 公務（他に分類されるものを除く）」

②② 調査対象外企業の傘下事業所の推計⼿法①①

②②

 事業所の主業が企業の主業と関係性が強い場合※１

「企業伸び率※２」を使⽤し、事業所の過去値に掛け
合わせて、個票単位で推計値を作成

 上記以外の場合
「企業伸び率」に「産業別伸び率※３」を加味した伸
び率※４を算出し、事業所の過去値に掛け合わせて、
個票単位で推計値を作成

※１ 「企業の主業別事業所売上⾼」の総和に対する「事業所
の売上⾼」の構成割合が５％以上となる産業

※２ 当該事業所を有する企業の売上（収⼊）⾦額の伸び率
※３ 売上⾼上位８割に満たない企業の推計に⽤いた

産業分類×地域別の伸び率について、傘下事業所の産業
分類×企業が属する地域に対応する伸び率

※４ 伸び率 ＝ 0.5×企業伸び率 ＋ 0.5×産業別伸び率

上上記記以以外外のの法法人人企企業業

事 業 所 の 主 業

企
業
の
主
業

F 電気・ガス・熱供給・⽔道業 「F 電気・ガス・熱供給・⽔道業」

左記以外

G1 情報通信業（通信業、放送業、映像・⾳
声・⽂字情報制作業）

「G1 情報通信業（通信業、放送業、映像・⾳声・⽂字情報
制作業）」、「I2 ⼩売業」、「R2 その他のサービス業」

G2 情報通信業（情報サービス業、インター
ネット附随サービス業）

「G2 情報通信業（情報サービス業、インターネット附随
サービス業）」、「I1 卸売業」

H 運輸業、郵便業 「H 運輸業、郵便業」

I1 卸売業 「I1 卸売業」

I2 ⼩売業 「I1 卸売業」、「I2 ⼩売業」

J ⾦融業、保険業 「J ⾦融業、保険業」、「R2 その他のサービス業」

K1 不動産業 「K1 不動産業」

K2 物品賃貸業 「K2 物品賃貸業」

L 学術研究、専⾨･技術サービス業 「L 学術研究、専⾨･技術サービス業」

M1 宿泊業 「M1 宿泊業」

M2 飲⾷店、持ち帰り・配達飲⾷サービス業 「M2 飲⾷店、持ち帰り・配達飲⾷サービス業」

N ⽣活関連サービス業、娯楽業 「N ⽣活関連サービス業、娯楽業」

O1 教育、学習⽀援業（学校教育） 「O1 教育、学習⽀援業（学校教育）」、「P 医療、福祉」

O2 教育、学習⽀援業（その他の社会教育、
学習⽀援業）

「O2 教育、学習⽀援業（その他の社会教育、学習⽀援
業）」

P 医療、福祉 「P 医療、福祉」

Q 複合サービス事業 全て※1

R2 サービス業（政治・経済・⽂化団体、宗
教を除く） 「R2サービス業（政治・経済・⽂化団体、宗教を除く）」

企企業業伸伸びび率率をを採採用用 企企業業伸伸びび率率にに産産業業別別伸伸びび率率
をを加加味味ししたた伸伸びび率率をを採採用用

※「複合サービス事業」は複数の産業にわたって各種のサービスを提供する事業であるため、企業伸び率を採用

「企業の主業別事業所売上⾼」の総和に対する
「事業所売上⾼」の構成割合が５％以上となる産業

「企業の主業別事業所売上⾼」の総和に対する
「事業所売上⾼」の構成割合が５％未満となる産業

サ
ー
ビ
ス
業

上上
記記
以以
外外
のの
産産
業業
（（
※※
））

法人企業

傘
下
事
業
所

金金融融商商品品取取引引法法にに基基づづくく
有有価価証証券券報報告告書書等等をを提提出出
ししてていいるる企企業業、、売売上上高高
11,,000000億億円円以以上上（（かかつつ会会社社
企企業業にに限限っっててはは資資本本金金２２
億億円円以以上上））のの企企業業及及びび相相
互互会会社社

集集
計計
対対
象象

事事業業所所票票のの調調査査対対象象企企業業

傘傘下下事事業業所所：：集集計計対対象象外外

事事業業所所票票のの調調査査対対象象外外企企業業

※「A 農業，林業」、「B 漁業」、「C 鉱業，採石業，砂利採取業」、「D 建設業」、「E 製造業」、「N 生活関連サービス業，娯楽業」のうち「792 家事サービス業」、
「R サービス業（他に分類されないもの）」のうち「93 政治・経済・文化団体」、「94 宗教」及び「96 外国公務」、「S 公務（他に分類されるものを除く）」

②② 調査対象外企業の傘下事業所の推計手法①①

②②

 事業所の主業が企業の主業と関係性が強い場合※１

「企業伸び率※２」を使用し、事業所の過去値に掛け
合わせて、個票単位で推計値を作成

 上記以外の場合
「企業伸び率」に「産業別伸び率※３」を加味した伸
び率※４を算出し、事業所の過去値に掛け合わせて、
個票単位で推計値を作成

※１ 「企業の主業別事業所売上高」の総和に対する「事業所
の売上高」の構成割合が５％以上となる産業

※２ 当該事業所を有する企業の売上（収入）金額の伸び率
※３ 売上高上位８割に満たない企業の推計に用いた

産業分類×地域別の伸び率について、傘下事業所の産業
分類×企業が属する地域に対応する伸び率

※４ 伸び率 ＝ 0.5×企業伸び率 ＋ 0.5×産業別伸び率

上上記記以以外外のの法法人人企企業業

事 業 所 の 主 業

企
業
の
主
業

F 電気・ガス・熱供給・水道業 「F 電気・ガス・熱供給・水道業」

左記以外

G1 情報通信業（通信業、放送業、映像・音
声・文字情報制作業）

「G1 情報通信業（通信業、放送業、映像・音声・文字情報
制作業）」、「I2 小売業」、「R2 その他のサービス業」

G2 情報通信業（情報サービス業、インター
ネット附随サービス業）

「G2 情報通信業（情報サービス業、インターネット附随
サービス業）」、「I1 卸売業」

H 運輸業、郵便業 「H 運輸業、郵便業」

I1 卸売業 「I1 卸売業」

I2 小売業 「I1 卸売業」、「I2 小売業」

J 金融業、保険業 「J 金融業、保険業」、「R2 その他のサービス業」

K1 不動産業 「K1 不動産業」

K2 物品賃貸業 「K2 物品賃貸業」

L 学術研究、専門･技術サービス業 「L 学術研究、専門･技術サービス業」

M1 宿泊業 「M1 宿泊業」

M2 飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業 「M2 飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業」

N 生活関連サービス業、娯楽業 「N 生活関連サービス業、娯楽業」

O1 教育、学習支援業（学校教育） 「O1 教育、学習支援業（学校教育）」、「P 医療、福祉」

O2 教育、学習支援業（その他の社会教育、
学習支援業）

「O2 教育、学習支援業（その他の社会教育、学習支援
業）」

P 医療、福祉 「P 医療、福祉」

Q 複合サービス事業 全て※1

R2 サービス業（政治・経済・文化団体、宗
教を除く） 「R2サービス業（政治・経済・文化団体、宗教を除く）」

企企業業伸伸びび率率をを採採用用 企企業業伸伸びび率率にに産産業業別別伸伸びび率率
をを加加味味ししたた伸伸びび率率をを採採用用

※「複合サービス事業」は複数の産業にわたって各種のサービスを提供する事業であるため、企業伸び率を採用

「企業の主業別事業所売上高」の総和に対する
「事業所売上高」の構成割合が５％以上となる産業

「企業の主業別事業所売上高」の総和に対する
「事業所売上高」の構成割合が５％未満となる産業
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３３．．調調査査結結果果のの概概要要  

(1) 調査の回答状況

①業種別の回答状況（標本調査業種）

（注）標本数、有効回答数は、廃業、転業及び休業事業所(企業)を含まない。 

②業種別の回答状況（全数調査業種）

（注）調査対象数、集計事業所(企業)数は、廃業、転業及び休業事業所(企業)を含まない。 

有　効
回答率
（％）

合 計 （ 28 業 種 ） 39,662 31,461 79.3

ソ フ ト ウ ェ ア 業 2,063 1,751 84.9

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 1,180 1,031 87.4

イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業 933 670 71.8

映 像 情 報 制 作 ・ 配 給 業 1,130 878 77.7

新 聞 業 354 307 86.7

出 版 業 453 358 79.0

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 439 320 72.9

各 種 物 品 賃 貸 業 663 622 93.8

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業 1,871 1,533 81.9

自 動 車 賃 貸 業 1,837 1,480 80.6

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 2,553 2,016 79.0

デ ザ イ ン 業 1,783 1,297 72.7

広 告 業 1,104 907 82.2

機 械 設 計 業 548 449 81.9

機 械 修 理 業 （ 電 気 機 械 器 具 を 除 く ） 1,606 1,294 80.6

電 気 機 械 器 具 修 理 業 1,503 1,187 79.0

結 婚 式 場 業 676 544 80.5

葬 儀 業 1,913 1,555 81.3

冠 婚 葬 祭 互 助 会 77 51 66.2

興 行 場 ， 興 行 団 978 724 74.0

ゴ ル フ 場 838 706 84.2

ゴ ル フ 練 習 場 1,197 956 79.9

ボ ウ リ ン グ 場 317 273 86.1

フ ィ ッ ト ネ ス ク ラ ブ 1,244 978 78.6

そ の 他 の ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 1,610 1,345 83.5

学 習 塾 5,477 4,292 78.4

外 国 語 会 話 教 授 業 2,836 2,096 73.9

教養・技能教授業（外国語会話教授業を除く） 2,479 1,841 74.3

調　査　業　種 標本数
有　効
回答数

有　効
回答率
（％）

合 計 （ 7 業 種 ） 3,063 2,412 78.7

音 声 情 報 制 作 業 407 279 68.6

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業 ， 割 賦 金 融 業 221 208 94.1

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業 368 287 78.0

ス ポ ー ツ ・ 娯 楽 用 品 賃 貸 業 406 252 62.1

計 量 証 明 業 1,007 812 80.6

映 画 館 490 417 85.1

公 園 ， 遊 園 地 ・ テ ー マ パ ー ク 164 157 95.7

調　査　業　種
調　査
対象数

集計事業所
（企業）数



(2) 調査結果の評価

①評価方法

調査結果の評価は、売上高（事業所全体の年間売上高又は企業全体の年間売上高）の達成精度（標

準誤差率）を基に行った。 

なお、売上高の標準誤差率は、次の式により算出した。 

標準誤差
� �  ���標準偏差 𝑖𝑖�／標本数 𝑖𝑖 � �母集団数 𝑖𝑖 � �母集団数 𝑖𝑖 �標本数 𝑖𝑖 �

�

���
�／母集団数

�

標準誤差率 = 標準誤差 ／ 平均 標準偏差 i : 第 i 層の売上高の標準偏差

平均 : 売上高の平均 標本数 i : 第 i 層の標本数

母集団数 i : 第 i 層の母集団数 L : 層の総数 

②達成精度（標準誤差率）

平均（万円） 標準偏差 標準誤差率

ソ フ ト ウ ェ ア 業 70,341 91,051 0.026

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 83,280 109,639 0.033

イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業 66,319 94,844 0.042

映 像 情 報 制 作 ・ 配 給 業 47,097 50,541 0.041

新 聞 業 261,004 248,916 0.003

出 版 業 60,710 48,092 0.034

映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 17,306 13,095 0.021

各 種 物 品 賃 貸 業 468,624 365,237 0.012

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業 43,375 77,102 0.036

自 動 車 賃 貸 業 42,397 63,505 0.026

そ の 他 の 物 品 賃 貸 業 13,864 16,673 0.023

デ ザ イ ン 業 4,734 3,960 0.021

広 告 業 116,405 154,710 0.044

機 械 設 計 業 10,604 6,579 0.024

機 械 修 理 業 （ 電 気 機 械 器 具 を 除 く ） 18,825 20,333 0.028

電 気 機 械 器 具 修 理 業 21,572 30,070 0.031

結 婚 式 場 業 53,580 43,250 0.023

葬 儀 業 17,004 14,857 0.020

冠 婚 葬 祭 互 助 会 12,067 14,988 0.150

興 行 場 ， 興 行 団 50,949 93,195 0.040

ゴ ル フ 場 44,470 20,236 0.014

ゴ ル フ 練 習 場 6,890 6,261 0.022

ボ ウ リ ン グ 場 18,408 11,011 0.028

フ ィ ッ ト ネ ス ク ラ ブ 12,297 8,740 0.019

そ の 他 の ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 6,179 7,504 0.025

学 習 塾 2,173 2,856 0.020

外 国 語 会 話 教 授 業 2,192 3,717 0.030

教養・技能教授業（外国語会話教授業を除く） 1,195 1,733 0.034

売　上　高
調　査　業　種




